
（１）地域における情報通信基盤等の環境整備
ⅰ 5Gなどの情報通信基盤の早期整備
ⅱ デジタル人材の育成・確保
ⅲ データ活用基盤の整備
ⅳ 未来技術の活用に向けた社会ニーズの醸成

（２）地域のDX推進による地域課題の解決
ⅰ 未来技術の活用による地方創生の推進
ⅱ 「スーパーシティ」構想の推進
ⅲ 関係省庁の連携
ⅳ 農林水産分野での未来技術の活用
ⅴ サービス産業分野等での未来技術の活用
ⅵ 医療・教育分野での未来技術の活用

ⅶ 生活分野での未来技術の活用
ⅷ 交通分野での未来技術の活用
ⅸ 公共・社会基盤分野での未来技術の活用



（２）地域のDX推進による地域課題の解決
ⅶ 生活分野での未来技術の活用

施策名 府省 担当部署名 ページ

サテライトオフィス・マッチング支援事業 総務省地域自立応援課 101

地方創生テレワーク交付金 内閣府地方創生推進室 102

テレワーク普及展開推進事業 総務省情報流通高度化推進室 104

デジタル活用環境構築推進事業
（地域でのサテライトオフィス整備の推進） 総務省情報流通高度化推進室 106

情報信託機能活用促進事業 総務省情報流通振興課デジタル企業行動室 108

シェアリングエコノミーの普及促進 内閣官房IT総合戦略室 110



施策名：サテライトオフィス・マッチング支援事業

分野 生活分野での未来技術の活用
総合戦
略該当
箇所

横 2-1-(2)-ⅶ

概要目的

詳
細

総務省地域自立応援課
03-5253-5392

予算
額

令和３年度当初一般会計
10百万円

特徴・
ポイン
ト

サテライトオフィスの誘致・開設を更に促進することを目的として、「サテライトオフィス・マッチングセミナー」を開催

• コロナ禍の中、テレワークやサテライトオフィスについて
注目されていることを踏まえ、地方公共団体と企業と
のマッチング機会を提供することにより、地方へのヒト・
情報の流れの創出を更に加速

• サテライトオフィスの開設に関心のある都市部の
民間企業とサテライトオフィスの誘致に取り組む
地方公共団体とのマッチングの機会を提供する
ため、サテライトオフィス・マッチングセミナーを開催

三大都市圏企業

・コロナを受けて、テレワーク等の働き方が
一般化されつつあり、多くの企業が
サテライトオフィスに前向き
・令和２年度の同事業において５１社が参加

地方公共団体

・多くの地方公共団体が誘致に取り組む
・令和２年度の同事業において、

３０団体がセミナーに出展し、
サテライトオフィス支援策をPR

地方公共団体と民間企業との
マッチング機会を提供

サテライトオフィス
マッチングセミナー

○地方公共団体による都市部企業等の社員の「お試し勤務」の受入れを通じたサテライトオフィス誘致の取組に要する経費について特別交付税措置

「お試しサテライトオフィス」に係る特別交付税措置

対象経費：都市部の企業のお試し勤務の誘引に要する経費（都市部におけるPR経費等）

：お試し勤務環境の用意に要する経費（オフィスの賃料等（原則、ハード事業は対象外））

：お試し勤務期間中の活動に要する経費（交通費、地元企業とのビジネスマッチングイベント開催費等）

※ 対象経費の上限額：１団体当たり1,000万円 ※ 措置率０．５×財政力補正
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施策名：地方創生テレワーク交付金

分野 地方への移住・定着
総合戦
略該当
箇所

2-1-(1)-③-ⅰ-(a)

概要目的

詳
細

内閣府地方創生推進室
03-6257-3889 chihou-telework.k2k@cao.go.jp

予算
額

令和２年度3次補正一般会計
10,000百万円

国 交付金

＜資金の流れ＞

（※）①東京圏外の地方公共団体、②東京圏内の条件不利地域を含む市町村
③東京圏内の都県のうち②の域内に事業を限定して行う都県

地方公共団体
（※） 整備費等

プロジェクト推進費

サテライトオフィ
ス運営者

進出企業

高水準タイプ 3/4
標準タイプ1/2 （整備費等）

（支援金）
支援

補助率

〇企業の進出、社員の移住、関係人口の創出等が推進されることにより、東京圏への一極集中の
是正に貢献

〇「新しい生活様式」に必要なテレワークを地域に普及させ、地域分散型の活力ある地域社会の実
現に貢献

特徴・
ポイン
ト

 テレワークによる企業進出・滞在・移住推進を目的とした初めての交付金＜予算額100億円（国費ベース）＞
 補助率は最大３／４で、地方公共団体施設の整備に加え、民間施設整備に対する支援や既に整備した施設の利用促進、進出企業への支援など
ハード／ソフト経費の一体的な執行が可能。地方負担の8割に対し地方創生臨時交付金を充当（実質的な地方負担は５％か10%）

整備する施設の収容可能人数（１施設あたり）

20人未満 20人以上
50人未満

50人以上

施設整備・運営 3,000万円 4,500万円 9,000万円

施設規模別の上限 3施設 ２施設 １施設

○施設整備・運営以外のソフト経費：
最大1,200万円／団体

○進出支援経費（返還制度あり）：
進出支援金 最大100万円／社
（国費75万円、または50万円）

※最大3施設／団体

• 「ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現」を柱とした「新た
な人の流れの促進など地域の独自の取組への支援」として、新型コロナウ
イルス感染症の拡大を契機に国民の意識・行動の変容が見られることを
踏まえ、地方でのサテライトオフィスの開設やテレワークを活用した移住・滞
在の取組等を支援することにより、魅力あるしごとを地方につくり出すととも
に、地方への新しいひとの流れを創出し、東京圏への一極集中是正、地
方分散型の活力ある地域社会の実現を図る。

• ①地方公共団体のシェアオフィス・コワーキングスペース等の施設整
備・運営、②民間のサテライトオフィス等開設・運営への支援、③
既存施設の活用促進、④進出支援金の支給の４つの事業を地
方公共団体が選択して実施し、企業の進出・移住の促進を図る。

＜対象事業のイメージ＞

＜交付上限額等＞
○施設整備・運営費

＜期待される効果＞
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第1回採択事例
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事例① 香川県小豆島町 事例② 静岡県焼津市

＜主なポイント＞
 NPO法人Totieとの協働により既に毎年100人超（51%が

20~40代）が移住

 入念なニーズ調査に基づき、企業ニーズを把握済
（個人ブース、遮音会議室、高さ可変デスク、モニタのインチ数、

USB-C電源等）

 国民宿舎、ふるさと荘、ファミリーロッジ等の滞在施設が近接する
海が見えるロケーション。 宿泊も容易なワークスペースとなる
見込み

 島内には既に30名程度のテレワーカーが居住、先行居住者と
の交流で移住増が期待

＜主なポイント＞
 焼津港の倉庫は、54の空間に分かれており、それをそのまま改
修することで、プライバシーを確保した多数のワークスペースを
提供可能

 2階部分を居住スペース等に改修し、滞在を可能に

 市、焼津漁協のみならず、静岡銀行、焼津商工会議所等地元
経済界も事業推進に参画。コミュニティスペースを整備し、地域
課題解決ワークショップや鰹節等のモノづくり体験を通じ、内外
の人材・企業が関係を深める

〇交付対象施設（ワインハウス）位置図

ふるさと村
全体図

〇交付対象施設
（漁港倉庫平面図）



施策名：テレワーク普及展開推進事業

分野 生活分野での未来技術の活用
総合戦
略該当
箇所

横2-1-(2)-ⅶ

概要目的

詳
細

総務省情報流通高度化推進室
03-5252-5751 telework@ml.soumu.go.jp

予算
額

令和３年度当初一般会計
258百万円

○ テレワークで柔軟な働き方が可能になることにより、
介護・育児従事者や高齢者など、多様な人材の雇用等に貢献

特徴・
ポイン
ト

 テレワークは、働き方改革のみならず、新型コロナウイルス感染症対策の観点からも重要。
 専門家による無料相談等、中小企業等を対象としたテレワーク導入支援の取組を実施。

• ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できるテレワークは、働き方改革
の観点に加え、新型コロナウイルス感染症対策としても有効な手段である
ことから、テレワークの更なる推進及び全国的な定着に向け、普及啓発及
び導入支援を実施。

• テレワークの全国的な定着に向け、「テレワーク・デイズ」等の広報を
通じたテレワークの呼びかけ、機運醸成や先進事例の収集・表彰
を通じた普及啓発活動等を実施。

• 中小企業を支援する団体と連携した「テレワーク・サポートネット
ワーク」による地域での支援体制の整備・運用や、専門家（テレ
ワークマネージャー）派遣を通じたシステム・情報セキュリティ等に関
する相談対応により、企業等のテレワーク導入を支援。

＜対象事業のイメージ＞

＜期待される効果＞

テレワーク・サポートネットワーク
（機能イメージ）

テレワークマネージャー
（機能イメージ）

○ テレワークを全国的に普及・定着させ、場所の制約を
受けずに働くことができることにより、地方回帰の一助に貢献
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テレワークマネージャー相談事業の実施事例
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施策名：デジタル活用環境構築推進事業
（地域でのサテライトオフィス整備の推進）

分野 生活分野での未来技術の活用
総合戦
略該当
箇所

横2-1-(2)-ⅶ

概要目的

詳
細

総務省情報流通高度化推進室 03-5253-5751
telework@soumu.go.jp

予算
額

令和３年度当初一般会計
７1百万円

＜資金の流れ＞

・新しい働き方を実現する「場」のモデルとしてサテライトオフィスの整備を支援することにより、国民
が地域によらず新しい働き方環境を享受できる社会環境の整備を促進

特徴・
ポイント

 一定のセキュリティ水準を確保した、他人の用に供するサテライトオフィスの整備を行う地方公共団体（都道府県並びに特別区、指定都市及び中核市を除
く）又は、地方公共団体（同左）を１以上含むコンソーシアムに対して助成を行う。

 補助率は１／２、補助上限額は2,000万円

• 新しい働き方の一つであるテレワークを行う「場」であるサテライトオフィスの
整備は、ビジネスとして成立するエリアが中心で全国的にまだ浸透している
とは言えず、サテライトオフィスの普及には地域偏在性がある。

• 本事業は、民主導ではにわかにサテライトオフィスの整備が進みにくい地域
を対象に、新しい働き方を実現する「場」のモデルとして整備を支援するこ
とにより、国民が地域によらず新しい働き方環境を享受できる社会環境の
整備を促進するものである。

• 地方公共団体（都道府県並びに特別区、指定都市及び中核
市を除く）又は、地方公共団体（同左）を１以上含むコンソー
シアムを対象に、一定のセキュリティ水準を確保した他人の用に供
するサテライトオフィスの整備に係る事業に対し助成を行う。

＜対象事業のイメージ＞

＜補助率＞

＜期待される効果＞

国
補助金

（補助率：１／２）

（※）都道府県並びに特別区、
指定都市及び中核市を除く。

地方公共団体（※）
又は

地方公共団体（※）を
１以上含むコンソーシアム

サテライトオフィス
・一定のセキュリティ水準を確保した他人の用に供するサテライト
オフィスの整備に係る事業に対し助成

・補助対象者：地方公共団体（都道府県並びに特別区、指定都市及
び中核市を除く）又は、地方公共団体（同左）を１以上含むコン
ソーシアム
・補助率：１／２
・補助上限額：2,000万円
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＜補助対象経費＞

事業費の１／２補助
（補助額上限2,000万円）

区分 内容

(1)
直接経費

ア 物品費
イ 人件費・謝金
ウ 旅費
エ その他（外注費（業務請負
費）等）

(2)
一般管理費

(1)の合計額の1/10以内



関連事例

徳島県神山町
・H17までに、徳島県は、20万kmに
及ぶ光ファイバー網を全域に整備
（総務省からの支援を活用）

・H16設立のNPO「グリーンバレー」に
よる移住支援等の結果、神山町の
第1号サテライトオフィス「神山ラボ」
がH22に開設（Sansan株式会社：クラ
ウド名刺管理サービス）。

・ICTベンチャー系企業が16社進出
（H30.8時点）

オフィスができてから商店街のシャッターが
上がり出すように

駒ヶ根テレワークオフィス「Koto」
（長野県駒ヶ根市）H29.3～

・ 駅前空き店舗を総務省補助事
業で改修
・ 働きたくても働けない子育て世代
の女性も、 自分のやりたい仕事を、
時間や場所を選ばずにできる 「クラ
ウドソーシングを活用したテレワーク」
で収入を得ることができるように
・ 首都圏の企業2社が進出
・ 150名以上のテレワーカーが登
録（子育て世代の女性が中心）

古民家や蔵を改装したサテライトオフィス

HUB GUJO（岐阜県郡上市）
H29.3～

・ 昭和16年建設の紡績工場を総
務省補助事業でリノベーション
・ 最新の通信環境と自由に使える
広々とした共有スペースとシェアオフィ
ス３室を運営。
・ 移住8名、地元雇用6名(H31.1時点)

・ 進出企業9社。一貫して増加中。
(H31.1時点：(株)ブイキューブ、家田紙工(株)、
(有)スロー、(株)ＣＤＩ、ワタミファーム＆エナジー
(株)、ＰＷＣコンサルティング(同)、(株)JTTプラン
ニング、国立岐阜大学、(株)中広)

サテライトオフィス コワーキングスペース

（参考）サテライトオフィスの例（総務省事業関連）
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施策名：情報信託機能活用促進事業

分野 生活分野での未来技術の活用
総合戦
略該当
箇所

横 2-1-(2)-vii

概要目的

詳
細

総務省情報流通振興課デジタル企業行動室
03-5253-5857   digital_kigyou@ml.soumu.go.jp

予算
額

令和３年度当初一般会計
145百万円

・ 改正個人情報保護法において、開示等の対象となるデータの範囲の拡大や電子データで
の開示が可能となった。また、利用停止・削除請求等の要件が拡大された。

・ 個人がプラットフォーマー等が保有する自己のデータを自らの意思で自由に引き出して活用
する、いわゆる「データポータビリティ」の実現が期待されているところ、個人のみではデータの
安全な保存・有効な活用に限界がある。

・ また、今後の情報銀行事業の拡大に向けては、情報銀行の国際展開にも取り組むことが
期待されているところ。

特徴・
ポイン
ト

 情報銀行が個人の委任を受けて情報のコントロールを担うことで、データの移転・利用を促進し、安心・安全なデータポータビリティの実現に寄与。
 情報銀行のビジネスモデル等についての国際標準化のため諸外国の動向調査等を実施。

• パーソナルデータの流通・活用を促進するという目的の下、本人が同意し
た一定の範囲において、本人が、信頼できる主体に個人情報の第三者
提供を委任する仕組みである「情報銀行」について、さらなる情報の活用
について必要なルールの検討に資する実証等を実施。

• 必要な制度整備等に繋げることで、情報銀行の社会実装を促し、データ
の流通・活用の更なる促進を目指す。

• 情報銀行の社会実装を推進するため、データポータビリティの実現
に向けた情報銀行と他のデータ取扱事業者の間のデータ提供契
約のひな型や標準APIなどデータ連携の方策等に係る実証・検討
を実施するとともに、情報銀行のビジネスモデル等についての国際
標準化に向けた検討を行う。

＜対象事業のイメージ＞＜現状の課題＞

＜事業により期待される効果＞
・ 情報銀行が個人の委任を受けて情報のコントロールを担うことで、データの移転・利用を促
進し、安心・安全なデータポータビリティの実現を目指す。

・ 情報銀行と他のデータ取扱事業者の間のデータ提供契約のひな型や標準APIなどデータ
連携の方策等に係る実証・検討を実施することにより、情報銀行と他のデータ取引事業者
との間の手続きを簡便化。

・ また、情報銀行のビジネスモデル、認定スキームについての国際標準化に向け、現行の認
定スキームについて、国際標準化の提案になじむような項目・基準の整理等を行うとともに、
国際標準化のため、諸外国等の動向調査等を行い、さらなる普及を促進。
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活用事例

中部電力の情報銀行認定事業「MINLY」

事業概要

※パーソナルデータは、物理的には提供先に移転せず、マーケティング支援サービサー部門内に
保管。この際、提供先は、サービサー部門に保管されているデータへの直接のアクセス権限を持
たない。

 個人が、アプリを通じて基本属性や興味・関心事項、行動履歴・予定などのパーソナルデータを預けること
で、地域の店舗等においてマーケティング支援に活用。個人は、キャンペーン情報やクーポン、ポイント等を
受け取る。
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施策名：シェアリングエコノミーの普及促進

分野 生活分野での未来技術の活用
総合戦
略該当
箇所

横2-1-(2)-ⅶ

概要目的

詳
細

予算
額 非予算

＜シェアリングエコノミーで実現できること ＞

特徴・
ポイン
ト

 空き家など遊休化している資産（スキルや時間等の無形なものを含む）の有効活用を促し、効率的かつ効果的に地域課題を解決する手段のひとつとしてシェ
アリングエコノミーの活用を推進する。

 地方公共団体等へのシェアリングエコノミー伝道師の派遣や相談受付、活用事例集等による先進的取組事例の横展開を通じて、社会への定着・浸透を図る。

• 人口減少局面において、多くの地域が、空き家の増加、地域経済の衰退、少子高齢化な
どの様々な課題を抱えている。

• 地域課題の解決を図る手段のひとつとして、地方公共団体におけるシェアリングエコノミーの
活用を推進する。

• 具体的には、シェアリングエコノミー促進室を情報発信・相談窓口機能として設置するととも
に、豊富な知見や活用実績を備えたシェアリングエコノミー伝道師を地方公共団体等へ派
遣し、住民への啓発や課題抽出、導入支援等を行う。

• また、活用事例集等での先進的取組の見える化により、後続する取組や新たな事業アイ
デアの創出を推進する。

• シェアリングエコノミーの活用に関心の高い地方公共団体等へシェアリングエコノミー
伝道師を派遣。

• 内閣官房IT総合戦略室内のシェアリングエコノミー促進室にて、地方公共団体や
民間事業者等からの相談を受付。

• 地方公共団体等のシェアリングエコノミーを活用する取組をまとめた事例集をアップ
デートし毎年公表。

＜「シェアリングエコノミー促進室」による相談受付＞

＜シェアリングエコノミーとは＞
• シェアリングエコノミーについては、様々な分野で新たなサービスが開発
され登場する途上にあり、現時点で一義的な定義を行うことは困難。

• 我が国における現状を踏まえ、便宜的に「個人等が保有する活用可
能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む）をインターネット
上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経
済活性化活動」として捉える。

シェアリングエコノミーの構造

イベント時の宿泊施設不足を民泊で解消
（突発的な需要への対応）

廃校や古民家等をコミュニティ活動で使用
（遊休資産の活用）

＜シェアリングエコノミー伝道師の派遣＞
• 地方においてシェアリングエコノミーの導入を促進するた
め、豊富な知見や活用の実績を備えた人材をシェアリ
ングエコノミー伝道師として１２名任命（令和３年１
月時点）。

• 令和２年度、シェアリングエコノミー伝道師を８地域に
派遣。
（※）派遣実績は、総務省「地域情報化アドバイザー派遣制度」利用分

＜シェアリングエコノミー活用事例集の公表＞
• 地方公共団体等が社会課題の解決や経済活性化のためにシェアリングエコノミー
の活用する取組をまとめた活用事例集を公表。最新版では、全115地域の事例
を掲載。

＜（参考）「シェアリングシティ推進協議会」の設立＞
• 令和２年７月に設立。現在、50程度の地方公共団体が入会済。

＜活動内容＞
・「防災」「観光振興」など課題に応じた各種ワーキングの開催
・オンライン意見交換会（自治体間の情報共有など）
・シェア事業者とのマッチングイベント など

（※）(一社)シェアリングエコノミー協会
作成資料より転用

内閣官房IT総合戦略室 03-3581-3484（代表）
share-eco-center_atmark_digital.go.jp (※）_atmark_は、＠に置き換えてください。

（※）シェアリングエコノミー検討会議第２次報告書より

ユニークな観光コンテンツの発掘・発信
（新しい体験機会の創出）

など
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関連事例
 地方公共団体や民間事業者等が、地域における社会課題の解決や経済の活性化を行う
ためにシェアリングエコノミーを活用している事例を取りまとめ、シェアリングエコ
ノミー活用事例集を公表。

 最新の令和２年度版では、活用の目的を「就業機会の創出」「需給ひっ迫の解消」
「観光振興」「子育て支援」「地域の足の確保」「防災」「その他」の７つに分類し、
全115地域の事例を掲載。

 参考URL：https://cio.go.jp/share-nippon-100_R2
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